
奈良市健康増進法施行細則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、健康増進法（平成14年法律第103号。以下「法」という。）の施行

に関し、健康増進法施行令（平成14年政令第361号）及び健康増進法施行規則（平成１

５年厚生労働省令第86号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

 （特定給食施設の届出） 

第２条 法第20条第１項の規定による届出は、特定給食施設事業開始（再開）届（別記

第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

 (1) 給食施設の平面図 

  (2) 給食従事職員名簿 

  (3) 委託の場合は、委託契約書の写し 

２ 法第20条第２項の規定による届出は、変更の場合にあっては特定給食施設変更届（別

記第２号様式）により、休止又は廃止の場合にあっては特定給食施設事業休止（廃止）

届（別記第３号様式）により行わなければならない。 

３ 法第20条第１項に規定する特定給食施設（以下「特定給食施設」という。）の変更

の届出をする場合には、特定給食施設変更届に、次に掲げる書類を添えなければなら

ない。 

(1) 変更の事実を証する書面 

(2) 施設の構造の変更の場合は、当該変更後の平面図 

４ 特定給食施設の設置者は、休止した事業を再開したときは、特定給食施設事業開始

（再開）届に、第１項各号に掲げる書類を添えて市長に届け出なければならない。 

 （管理栄養士必置の指定通知） 

第３条 法第21条第１項の規定による指定は、管理栄養士必置施設指定通知書（別記第

４号様式）により行うものとする。 

２ 市長は、法第21条第１項の規定により指定した施設が指定の基準に合致しなくなっ

たと認めるときは、当該指定を取り消し、管理栄養士必置施設指定取消通知書（別記

第５号様式）により当該施設の管理者に通知するものとする。 

（勧告及び命令） 

第４条 法第２３条第１項の規定による勧告は、栄養管理勧告書（別記第６号様式）に

より行うものとする。 

２ 法第２３条第２項の規定による命令は、栄養管理命令書（別記第７号様式）により

行うものとする。 

（給食状況の報告） 

第５条 市長は、特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設（特定給食施

設を除く。）の設置者又は管理者に対し、栄養管理の実施を確保するため必要がある

と認めるときは、特定給食施設に準じて必要な書類の提出を求め、当該栄養管理の実

施に関し必要な指導及び助言を行うことができる。 

（補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。(令和 3 年 3 月 19 日) 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の奈良市健康増進法施行細則別記第１

号様式から第３号様式までの規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、必要な調整

をして使用することができる。 

（奈良市保健所長事務委任規則の一部改正） 

３ 奈良市保健所長事務委任規則（平成１４年奈良市規則第５８号）の一部を次のように改

正する。 

  第２条第３９号コ中「第３条」を「第５条」に改める。 


